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松 井 暁
国家論と革命論は， マルクス主義理論の中で、最も実践的かっ政治的でありな
がら， また最も完成度の低い領域でもある。 しかし， それでも次のような一定
の基本認識はあった。 即ち， 国家は階級抑圧の機関であり， 特に資本主義では
資本家階級が労働者階級を支配し， 搾取するための機関である。 革命とは階級
の聞の国家権力の移動であり， 社会主義革命の課題は， 資本家階級による搾取
を廃絶するために労働者階級の権力を樹立することである。
こうした内容の国家・革命論も， これまでの歴史的現実に照らしてみれば，
大きな疑念がもたれて当然な状況になっている。 従来のマルクス主義の国家・
革命論では， ソ連型社会主義における国家の肥大化と そこでの民衆に対する抑
圧の現象， 先進資本主義国での社会主義革命の不発や途上国での革命の一定の
成功という現実が， 説明できないのである。
AMにおいても， この領域では他と比べて確立した議論が最も少ないが， 上
記の課題に対する様々な試論が提起されている。
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4砂国家の概念
マルクス主義国家論においては， 19 70年代にネ オ・マルクス主義による「国
家論ルネサンス」が展開されたが， 80年代にはさらにポスト ・マルクス主義段
階に入る。 そこでは， I国家の相対的自律性」論から「絶対的自律性」論へ，
または「社会中心主義的アプローチJから「国家中心主義的アプローチ」への
移行がみられ， I国家 それ自身の利益」や国家官僚制が独自の要因として導入
されることにより， 資本と労働の二項対立から資本・労働・国家の三項対立へ
の置換がなされた注 1 。
AMの論者には， 国家の特徴は それが社会の経済基盤に及ぼす効果によって
説明されるとするコー エンや注 2 ， 様々な生産様式の下での国家形態を階級関
係と搾取の支配的な形態の維持にとっての効果によって説明するライトのよう
に注3 ， 機能主義的な立場をとる者もいる。
しかし， 国家論においてAM的な特色を示しているのは， エルスターとプシェ
ヴォスキによるゲーム論的または戦略的な国家概念である注40
エルスターは， マルクスの著述の中にゲーム論的思考の存在を見いだしてい
る注50 マルクスの国家論は道具論的な理解から， 1848年を境に 「放棄J説，
「階級均衡」説へと「国家の自律性」論の方向に移行していくが， その際に
「囚人のジ レンマ」に代表されるゲーム論的認識が大きな役割を果たしている
という。 まず既に， 国家は階級支配の道具であるとしていた初期の段階におい
ても， 国家は個人としての資本家と階級全体としての資本家の利益の対立を調
整する役割をもっ「道具」として理解されている。 さらに自律性を「階級均衡」
から説明する時期には， 本来は戦略的に敵対関係にある資本家階級と国家が，
資本家と労働者の階級対立という状況を前にして相互に協力し， 国家が自律性
をもつことによってより効果的に目的を達成できる， と考えられるようになる。
但し， エルスターによれば， マルクスは政治システム それ自体の中から権力が
発生しうるという認識まで到達しておらず， 政治権力の源泉を， 物理力もしく
はより一般的にいっても経済的人的な権力に限定している点で， I権力の狭い，
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前戦略的な把握」に留まっており， それゆえに完全な意味での「国家の自律世
論までは至らなかったという。
プシェヴォスキは， 国家概念論争を綿密にサーベイした上で， I階級対立の
戦略的分析Jまたは， I階級関係へのゲーム理論的アプローチ」を提唱してい
る注60 これは， 国家を戦略的相互作用が起きる制度的領域とし， 分析方法と
して合理的行動者を主体とするゲーム理論を適用するアプローチである。 この
国家の戦略的概念では， 国家は資本・国家・労働(組合 ) の三者による戦略が
相互作用する領域として位置づけられる。 プシェヴォスキは， 国家の機能主義
的理解や「国家の資本への構造的従属」論を批判しているし， また国家を階級
対立が作用する場とみる理解は， プーランツァスによる国家論への階級闘争論
の導入の延長線上にあるといえ， この点では上述の国家論争の流れに沿う部分
もある。 しかし他方では， I国家の絶対的自律性」論や物理的権力を中核概念
とする国家中心的アプローチも否定される。 彼によれば， 国家は民主政のもと
でさえ自律的になる場合もあるが， それは諸主体間の闘争の帰結の一つの場合
にすぎなし、。 AMによる国家の戦略的概念の特色は， ゲーム理論の適用を通じ，
いかなる条件においてどの制度的主体が優勢になるかという場合分けによって，
国家に対する資本・労働の対応の仕方の多様性を提示することにある。 これに
よって「相対的か絶対的か」という抽象的な二者択一から脱却する道が聞かれ
たのである。
.協力の可能性とアナーキー
自由主義理論においては， 国家からの個人の自由は最大限に尊重されながら
も， 国家の存在自体は否定されない。 合理的個人からなる社会においていかに
秩序を実現することができるのかという秩序問題またはホップズ問題を解決す
るためには， 国家が必要だからである。 マルクス主義は， 階級対立の消滅とと
もに国家は死滅するとしていたが， 労働者階級の権力樹立という路線は， 現存
社会主義において国家が肥大化するという逆説的な事態を招いた。 やはり必要
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悪としての国家という自由主義の主張は普遍的真理だったのか。 これに対し，
合理的個人という自由主義と同じ前提から出発しながら， 国家の不在， 即ちア
ナーキズムの方向を探っているのは， M・テイラーである注7。 アナーキズム
というと非合理主義的な印象を与えがちであるが， テイラーは秩序問題または
ホップズ問題に対し注8， これを公共財供給の問題と捉えるゲーム論的アプロー
チを用い， 自由主義の国家論に挑戦している注9 0
テイラーは， 国家の自由主義的正当化を批判するかたちでアナーキズムを追
究している。 ホップズやヒュームによって基礎づけられた自由主義的国家論に
よれば， もし国家がなければ人々は共通の利益を実現するために協力すること
ができない， もしくは， 社会の成員が合理的な利己主義者であるとすると， 全
員が共通の利益を促進する方向で協力することは不可能であり， それがゆえに
国家の存在が要請される， という。
この自由主義的な国家の正当化をテイラーは3段階に分け， ゲーム理論を用
いつつ， それぞれに反論している。 第1に， 自由主義理論によれば， 公共財供
給についての選択における個人の静的な選好は， 少なくともかなり多くの個人
の場合には， 囚人のジ レンマにおける選好とおなじものになるとされるが， こ
のことは必ずしも真とはいえず， 限定付きでいえるに過ぎない。 公共財供給の
問題は， 保証(assurance) ゲーム， チキンゲームによっても表現でき， これら
のゲームでは協力の可能性はより大きくなる。 第2に， 一歩譲って， 自由主義
による第1の主張を認め， 囚人のジ レンマの選好を前提すると， 個人は そのよ
うな状況の下では， 自発的に協力することはないことになる。 もしこの問題が
一回限りの囚人のジ レンマ・ゲームとして記述されるなら， この第2の主張は
正しいことになる。 しかし， プ レーヤーが将来の利得を割り引いて行動するスー
パーゲームとしてこの問題を動的に記述するなら， 第2の主張は必ずしも真で
はなくなる。 即ちスーパーゲームの場合には， ある条件の下では協調行動をと
ることが合理的になるのである注10。 第3に， 自由主義では， 個人の選好は所
与とされ固定的であり， 国家による活動が個人の選好に影響を及ぼすことはな
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いと仮定されている。 しかしテイラーによれば， この仮定は非現実的である。
実際には国家の存在と活動は共同体を破壊し， 正の利他主義と自発的協力行為
の衰退をもたらしている。 するとこのことは， 国家が集合行為問題を悪化させ
たり， 問題が存在しなかったところにあらたに問題を生みだし， このことがま
すます国家の必要性を増大させる……。 つまり， 個人の選好が国家の活動 それ
自体の結果であると考えるならば， 国家の「望ましさ」の論証は循環論法になっ
ているといわざるをえなくなるのである。 このように自由主義理論による国家
の導出は， 自然状態からの自発的協同が不可能であるという了解に立脚してい
たのだが， テイラーによれば， この了解は必ずしも自明ではない。
そこでテイラーはさらに， アナーキーのもとで社会秩序を維持する方法を検
討している注11。 まず， 市場経済において競争しあう企業が 社会秩序の維持に
必要な財・サービスを提供すればよいというアナルコ・キャピタリズム(テイ
ラーはリパタリアニズムとも呼んでいる ) があげられるが， 彼によれば， これ
は十分に機能しえない。 もう一つは， 小規模で成員の変動の少ない共同体を中
核とする共同体アナーキズム(テイラーは社会主義とも呼んでいる ) の立場で
ある。 国家の不在のもとで社会秩序を維持するためには， 社会の中の人間関係
がより共同体的な性質をもつことが必要であり， 現代社会においてアナーキー
の方向を追求するのであれば， 部分的共同体(協同組合， 地域的協会など ) を
発展させねばならないとされる。
かつてマルクス主義は， 自由主義的な国家の正当化を否定し， 他方で革命の
方法をめぐってはアナーキズムと鋭く対立していた。 しかし皮肉なことにテイ
ラーが指摘した， 国家の存在の下で人間関係の共同体的性格が衰退し， 国家に
ますます依存するようになるという悪循環は， 現代の福祉国家資本主義のみな
らず， 現存した国家社会主義体制にも如実に現れた。 合理主義の方法論をとり
ながら自由主義の国家論を内在的に批判し， 自発的協力の可能性を追求してい
るテイラーの共同体アナーキズムは， 社会主義における国家の位置づけ， もし
くは社会主義とアナーキズムとの関係の再検討を迫っている注12 0
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4・民主主義
プシェヴォスキは， 民主主義の持続可能性を検討している注13 0 彼によれば，
民主主義は全ての行動主体が自らの利益を競争と不確実性に従属させるシステ
ムであり， そのもとで敗者がいかに民主的な過程の結果に応諾(comply) でき
るかどうかが， 民主主義の持続可能性を規定する。 そこで， プシェヴォスキに
よる民主主義と応諾の定義をまずみておこう。
まず， 民主主義が18世紀的な意味で合理的であるならば， 敗者による応諾が
得られるかどうかという問題そのものが起きない。 民主主義は， 次の場合に18
世紀的な意味で合理的であるという。 即ち， (1)何らかの最大厚生が存在する。
(2)民主的過程はこの最大値に向かつて収飲する。 (3)民主的過程は， この最大
値に向かつて収飲する唯一の機構である。
こうした楽観的な合理性の理論に対しては， 社会的選択の理論から， 民主主
義の最小限の要請のもとでさえ個人的選好の整合的な集計は不可能であるとい
う論証が提出されている(アロー注14)。 社会的選択の理論では個人の選好が外
生的とされているが， 民主主義の下では諸個人間の討議(deliberation) により
選好が変化することがある。 討議により収数は可能だという説(ハーパーマス，
J・コー エン注15) もあるが， その想定一一一(1)発話の意図は真偽のいずれかで
あり， (2)それに直面したとき， 真が受け入れられ， (3)発話は利害から離れたか
たちでなされるーーは， プシェヴォスキによれば， 非現実的である。 むしろ， 互
いの利害が対立すると認識した方が， 解決が一層困難になることもある(ハー
シ ュマン注16)。 全ての政治闘争が討議によって解決されるわけではなく， ある
時点では投票という手段によって， 強制的に決着がつけられる(シュミット)注170
こうしてプシェヴォスキは， 民主主義を何らかの厚生の最大値に向かつて収
赦していく合理的な過程とみる理解， もしくは討議を尽くせば必ず誰もが納得
する一致点に到達するという理解を斥けている。 民主的過程は， 必ず勝者と敗
者を生み出す。 彼はむしろ， 利害の一致でなく対立が存在し， そこに戦略的相
互作用が生まれるところに民主主義の特質を見出している注It
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このように民主的過程が必ず敗者を生み出すとすれば， この敗者はなぜ応諾
するのかという問題が生じる。 もし民主的過程によって， 全員の利害が一つに
収飲していく， もしくは討議を通じて一致点が得られるなら， 誰もが その結果
を容易に受け入れるだろう。 しかし， 民主的過程を通じて敗者は自らの利害を
全く実現できないとしたら， なぜこの敗者は その結果に応諾するのか。 民主主
義の内実を敗者による結果への応諾と捉える観点に立てば， 民主主義の持続性
は， この応諾のメカニズムに依存することになる。 そこで， 応諾の意味を確認
する必要がある。 応諾の意味については， 3つの見解がある。
まず， 民主主義を道徳的な観点から説明しようとする議論がある。 そこでの
結果は， 集団的には最適， 個人的には非合理的で， 次にみる交渉( bargain) ま
たは契約(contract) のように外側から強制されるわけではなく， 民主主義は
共有された価値による協約(pact) によって可能となるという考え方である。
ゲーム理論では扱い得ないこの種の議論を， プシェヴォスキは， 民主主義の機
能論としては不要である， 利己的な戦略による応諾という想定に基づく民主主
義の理論で妥当かっ十分である， としている。
次に， 民主主義は， 交渉または契約に基づくという考え方がある。 この理解
では， その締結事項を破った者を罰する第三者の存在によって結果は実効的に
なる。 しかし， プシェヴォスキによれば， 民主主義が契約であるという考えは
論理的に矛盾する。 なぜなら契約は， 第三者によって外側から強制されるから
こ そ道守されるが， 民主主義は， 定義に従えば， 契約を行う当事者の意思を超
越した者が存在し得ないシステムである。
結局プシェヴォスキが応諾に基づく民主主義の理論として妥当とするのは，
応諾を自発的で自己強制的(self-enforcing) な結果， または均衡と理解する議
論である。 そこでは各主体は， 他者の行動を所与として最適な行動を追求する。
こうした行動によって得られた結果が均衡になっているとき， この結果は独立
した自発的な反応によって自己強制的となる。 なお， このことは国家が非応諾
者を制裁することと矛盾しない。 その国家が契約の第三者ではなく， 諸政治勢
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力の提携の真の意味での代理人の役割を果たしているならば， 国家は民主主義
の一翼を担っていることになる。
このように応諾が全ての政治勢力の非中心化された戦略の均衡を構成すると
き， 民主主義は強固になる。 では， どのようにして自発的で非中心化された応
諾が作動するのか。 特に， 現時点では敗北することがわかっている者が， 民主
主義システム自体を転覆せずに， 自己に不利な結果に応諾するのはなぜか。 プ
シェヴォスキはここで， 民主主義の有する将来に対する不確実性を強調してい
る。 将来に対する不確実性を前提とすると， 民主的制度の存続は， 各政治勢力
に長期的視野をあたえる。 その場合， 現時点では敗北しでも， 体制を転覆した
ときの価値と， 次回以降に勝利したときの価値を比較して後者の方が大きいの
であれば， 現時点での敗者は自発的に結果に応諾する。 ここでは， 応諾の成立
は民主的制度の中で将来勝利する確率に依存している。
他方で， 民主主義が一般化された応諾をもたらし， 自己強制的になるには，
全ての政治勢力がその制度の下で持続しうる最小の機会をもたねばならない。
この最小の機会は， 利害の相互作用の中で失敗する価値に依存する。 将来民主
主義のもとで繰り返し敗北したとしても， その敗者にとって現体制が他の体制
よりもましなものでなければならない。 このためには， 全ての政治勢力が物質
的厚生を改善できるような実質的成果を民主主義が提供できる必要がある。
では， このように民主主義のもとでの応諾を捉えた場合， その民主主義の持
続可能性はどの程度のものになるのか。 プシェヴォスキの答えは悲観的である。
民主主義が持続的であるためには， それは静的には公平であり， 動的には実効
性をもたねばならない。 しかし状況次第では， これらの要請が矛盾することも
ある。 それゆえに民主主義が自律的政治勢力の非中心的な戦略の均衡になる条
件は制限されている。 また， 安定した民主主義は， 政府が効果的に統治するの
に十分強力でありかっ， 成員にとっての重要な利害に逆らって統治することが
できないほどに十分弱体であることを要請する。 このため民主的制度が成功す
る範囲は狭い。 こうした点からも， 民主主義の強化はいつも可能なわけではな
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い。 さらに権威主義的体制が崩壊したときには， 強化された民主主義への移行
は， 様々の可能な帰結の一つに過ぎず， 必然的にこれが可能なわけではない。
これが， 民主主義が歴史的には政治行動を組織する上で極めて脆弱なことの原
因である。
このようにプシェヴォスキは， 民主主義を合理的な主体による自発的な応諾
と理解した上で， その持続性について検討し， その可能性はかなり限定された
ものであるという結論を導いている。
.革命論の課題
革命という社会現象は， 歴史的な記述の対象としては興味深さの点で恰好の
題材であるが， これを理論的一般的に説明しようとすると大きな困難にぶつか
る。 マルクス主義はあえてこの困難に挑んだのだが， その複雑性のゆえに決し
て成功しているとはいえない。 なかでも最も難しいのは， 史的唯物論における
土台と上部構造の関係と同様， 革命の客観的条件と主観的条件の関係をどう捉
えるかである。 前者と後者のいずれに力点をおくかによって， いわば構造主義
的な理解と主意主義的な理解に分かれるが， AMの革命論の特色は， 社会構造
の変動を合理的な個人による選択の結果として捉える合理主義的なアプローチ
によって， 両者を統一しようとするところにある。
エルスターは， マルクスのブ、ルジョア革命， 共産主義革命に関する叙述を検
討している注190 ブルジョア革命については国家論と同様に， 諸階級を合理的
に行動する主体とみなす発想があるが， 他方で諸主体は史的唯物論による歴史
発展の歯車として機能するに過ぎないという目的論的， または願望的な発想も
同居している。 さらに共産主義革命については， この目的論的， 願望的な思考
が一層進行し， むしろ労働者， 資本家階級， 国家などの諸主体が非合理的に行
動すると想定してはじめて成立するような理論構成になっており， ここにマル
クスの革命論の限界があるとしている。
そこでAMの革命論の課題は， 一見すると無秩序で非合理的にみえる革命現
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現象を合理的主体による集団行動として説明することにある注200
。合理性と革命的集団行動
革命理論の方法をめぐってスコチポルは， í主意主義的」または「目的論的」
アプローチを否定するとともに， 機能主義的なアプローチもとらず， 構造主義
的アプローチを採用している。 彼女によれば， 革命とは それを意図した人々に
よって「成し遂げられた」のではなく， 彼らは自らがっくりだしたのではない
状況において行動している， .という注21 0
しかしテイラーによれば， 彼女の理論には意図的な説明と両立しないものは
ない。 革命の状況が その参加者のっくりだしたものではないということは， 合
理的行動がこの状況が生成するときに何の役割もないということを意味するわ
けではない。 彼は， 革命や反乱といった大規模な歴史変動の研究における合理
的選択論の有効性を明らかにすることによって， 個人主義的方法と構造主義的
方法の統合をめざbているのである。
テイラーは， 工業化される以前の農村における革命的行動を対象にし， その
革命と反乱が共同体を土台にしており， これによってこ そ多数の人々がフリー
ライダー問題を回避することが可能になったという。
彼は， この共同体における革命的な集団行動を 合理性の希薄理論Cthin
theor y)注22によって説明している。 この合理性の希薄理論は， 新古典派のミク
ロ経済学の基礎にもなっているもので， 次の3つの特徴をもっている。 第1に，
合理性は， 一貫した所与の態度と信念に対して相対的に決まり， その信念から
する目標を達成しようとする主体の行動は道具的C instrumental) である。 第
2に， 主体は利己主義的である。 第3に， 主体に影響する誘因の範囲は限定さ
れている。
次に， 共同体とは次の3つの性質を持つ社会で、ある。 第1に， 成員は， 信念」
価値を共有している。 第2に， 成員間の関係は直接的で多面的である。 第3に，
成員の聞には， 単に均衡的なだけでない一般化された互恵関係がある。 共同体
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は， より小規模で安定的であるほど， この3つの性質に関して強い共同体とな
り， 成員聞の接触を増やし， 社会的制裁を効果的にする。 これによって自発的
な協力を容易にし， 主体による革命や暴動への参加行為を合理的にする。 この
ようにテイラーは， 合理性の希薄理論に立脚した合理的選択理論によって， 小
農による革命行動を説明している。
しかし実際には， 現代的な協会Cassociation) や組織を中心とした大規模社
会においても， 参加的な集団行為現象は存在しているし， 社会的政治的変化を
めざす運動の重要な要因になっている。 このような現代的な集団行動には， 合
理性の希薄理論では説明しきれない部分がある。 そこで， 合理性の希薄理論を
その一部として包含するような集団行動の一般理論を構築しようとする試みが
現れる。 利他主義的な動機(マルゴリス )注23， rもつことJに対する「すること」
の成果としての「快楽JCシトフスキー)注24， r道徳的自我の表出JCベン ) 注25
などである。 テイラーは， 集団行為の一般理論を構築しようとする方向自体に
ついては賛同しているが， 現時点における説明理論の到達段階としてはいまだ
実現していないという評価である。
テイラーは， 希薄な合理性の理論が妥当する条件を列挙することによって，
この理論に基づく説明理論の限界を明示している。 第lに， 個人にとって可能
な選択肢が限定されている。 第2に， 個人に影響を与える希薄な誘因がはっき
りと定義され， 実質的で、ある。 第3に， 選択によって結果が大きく左右される。
第4に， 現在の選択の前に類似の状況が多く経験されている。 こうした条件は，
貧困な人々または伝統的な共同体に適合しているが， 富裕な人々または現代的
な協会や組織にはますます不適合になっている。
このようにテイラーは， 革命的集団行動に合理的選択理論による説明を導入
しようとするとともに， C現段階での ) その限界をも明らかにしているのであ
る。 彼の試みは未完成ではあるが， 革命理論における構造と主体の関係を有機
的に結合する方向を提示している。
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.物質的利害と体制移行
マルクス主義理論によれば， 資本主義国家は労働者階級と資本家階級の深刻
な対立を抱えているが， 他面では， 現代の資本主義は民主主義をとりこんだ民
主的資本主義である。 従ってもし， 社会主義のもとで労働者階級の状態が改善
されることが明らかであると仮定するならば一一この仮定自体が現時点ではか
なり大きな問題をはらんでいるが， これは次節の課題である一一一， 多数を占め
る労働者階級は， 民主主義的な政治過程を通じて， 資本主義から社会主義への
移行を選択するはずである。 しかし， このような強い仮定の下でさえも労働者
階級は， 結果的には社会主義への移行ではなく， 資本主義の存続を選択する傾
向がある。
従来のマルクス主義理論では， こうした状況は， 虚偽意識論または労働運動
指導部の労働貴族化によって説明されていた。 グラムシ学派の「同意J論も多
分に文化論的色彩の強いものであった。 これに対しプシェヴォスキは， 労働者
階級の物質的利害関心 それ自身の中に同意や妥協の根拠とメカニズムを見いだ
そうとした。
図3 (Przeworski 19 85， p.178) 
労働者のl 社会主義的な
厚生 l 潜夜能力の頂点
資本主義的な
潜在能力の頂点
労働者の
厚生の現状 I I 
移行の持続
労働者が方向について
t 無差別な水機
プシェヴォスキによれば， 資本主義から社会主義への移行は， 資本家階級の
側の投資の削減を通じた反発のため， 甚大な経済的停滞と社会的混乱を伴う。
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これを「移行の谷」とよぷ(図3 )。 現時点において自らの生活状態の継続的改
善を望む合理的な労働者階級は， たとえ社会主義の実現によって現在よりも状
況が改善されることを知っていたとしても， 民主主義のもとではあえて社会主
義への移行に踏み切ることはなし直260 その代わりに資本家階級と妥協し， 資
本主義体制を前提としつつ， その枠内での一定の賃金水準の維持を保証させる
という道を選択するのである。 民主的資本主義の特質は. I移行の谷」を前に
しての両階級の妥協にある。
.階級妥協のメカニズム
プシェヴォスキは， 資本主義的民主主義の下での階級妥協の成立メカニズム
を次のように論じている。 労働者階級は， 将来の物資的厚生が改善される見通
しと引き換えに， 資本家が利潤を取得する制度を永続的に承認する。 資本主義
体制の枠内では， 労働者階級の要求は生産手段の社会化にまで到達することは
なく， 階級闘争は所得分配と利潤の用途をめぐって進行する。 資本家階級は投
資に関する決定権をもち， 労働者階級は投資の決定からは排除されているが，
民主主義的資本主義においては， 労働組合や政治的ルートを通じて利潤の使途
に関与することができる。 資本主義では， 資本家による投資が経済成長の大き
さを決定するから， 賃金シェアを増大せんとする労働者階級の要求が， 投資を
不可能にする点にまで達してはいけない。 資本家の側は投資量を決定できるが，
彼らもその究極的目的は自らの消費部分を最大にすることである。 しかし， そ
のために投資を誠退させることがあったとすれば， 労働者側の組織的な反発を
招来してしまう。
この階級闘争を規定する重要な要因は， 将来に対する不確実性の度合いであ
り， これは将来割引率で表される。 もし将来の利益に対する不確実性が高く，
割引率が大きい場合には， 長期よりも短期の利益が尊重される。 逆は逆である。
最適反応戦略として， 労働者の側では， その割引率が現在利潤に占める総生産
物の増分の割合より大きければ， 賃金要求をめぐる経済的戦闘性を高め， 資本
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家の側では， その割引率が利潤の増加率の最大値より大きければ， 投資の削減
によってこたえる。
両階級にとってのリスクの高低を組み合わせることによって， 合計4つの場
合分けができる。 プシェヴォスキはこの4つを歴史的な事例にあてはめている。
表5 四 つの政治・経済状況における階級間妥協の成立可能性と特色
(井戸 1994. 191頁注27。 若干加筆)
ケ リスクの高低 階級間妥協成立の 各政治・経済状況の
歴史的事情および負担者 可能性と特色 制度的特色ス
労働者が組織されて
L、t.n、
労資双方とも
常に成立不可能
労資関係が制度化さ フランスl 
不篠定 れていない (1936) 
労働運動の分裂
自然発生的労使紛争
( i )崩壊のケース 低い組織率
(資本による投資の削減) 低度の労資関係の組
2 
労働がリスク ないしは， 織化
米国(現在)を負う (品)成立のケース 労働運動の分裂
(資本の投資削減の威嚇に 労働の国家政策への
よる労働の戦闘性の抑制) 影響力の低さ
a・
( i)崩壊のケース 労働の独占的組織化
ワイマーJレ
(資本による投資の削減) 高度の労資関係の制
(1924-28) 
資本がリスク ないしは， 度化
3 を負う (註)成立のケース 労働者が強力な政党 イタリア
(労働の戦間性の威嚇によ によって代表され
(1969-76) 
る資本の蓄積の増大) ている
英国(1951)
常に成立
高い双方独占
( i )妥協解(1)
(資本の投資削減の威嚇に
極度に高い労資関係
スウェーテ'ン
4 
労資双方とも
より実現)
の制度化
(1936 -70代
確定
(註)妥協解(2)
自国経済の国際経済 中期)
(労働の戦闘性の威嚇によ
における位置が有
り実現)
手リ
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井戸 1994は， 従来のコーポラテイズム論と対比しつつ， プシェヴォスキの
階級間妥協論に精密な検討を加え， 次の特色を見いだしている。 第1に， コー
ポラテイズム論がコーポラテイズムを静的に中長期的な制度と捉えるのに対し，
プシェヴォスキは妥協を成立させる動的な状況として捉えている。 第2に， 同
一の政治経済システムにおける経済パフォーマンスの時系列変化が理論的に説
明されている。 第3に， 労働のみならず資本をも主要な主体とすることによっ
て， 資本の側のリスクの増大が妥協を崩壊させる可能性を明確にしている。 こ
のように井戸は， プシェヴォスキの階級間妥協論が妥協の成立だけでなく， そ
の崩壊の契機を取り込んでいる点に着目している。
ただし前述のように， 民主的資本主義から社会主義への移行の可能性につい
ては， プシェウボォスキは悲観的である。 なぜなら， 資本主義体制jの中で物質的
関心を唯一の行動動機とする労働者は社会主義を望んでいるが， それへの移行
に要する膨大なコストを計算して， 移行のための闘争には消極的になり， 結局
階級闘争はつねに資本主義の枠内での分配をめぐって行われるからである。 こ
のことは， 先進資本主義国での階級政党と国民政党のいずれを選ぶかという左
翼政党のジ レンマにもあてはまる。 プシェヴォスキは， 選挙を通じた社会主義
への移行には悲観的である注280
-小括
国家・革命論は， マルクス主義理論の中でも最も複雑かっ政治的で， 理論化
の難しい領域である。 AMにおいても他の領域に比べてもっとも完成度が低い
ことは確かである。 しかし本節でみた論者は， 国家・革命という対象が極めて
複雑であるがゆえにこ そ， 明確な分析装置をもってのぞみ， また， 自らの結論
が社会主義の目標にとっていかに否定的な含意を持つものであっても， 臨時な
くそれを導いている。 むしろ現時点における理論的到達を明らかにすることが，
社会科学としての社会主義理論に携わる者の責務であるという姿勢が伺われる。
さて， AMの国家・革命論の特色は， 以下の3点にまとめることができょう。
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第lに， 政治と経済， または国家と資本主義の関係については， 後者から前者
を一方的に規定することはなく， また全く両者が同等な相互関係にあるとみる
わけでもない。 即ち， 国家， 資本， 労働という3者の間の戦略的な相互関係に
よって， 様々な場合分けができるという見方である。 また， 国家の構造や革命
の発生において主体と客体のいずれに力点をおくかという主意主義と構造主義
の対立の問題についても， 合理的個人の選択行動を媒介させることによって，
二者択一的な問題状況からの脱皮をめざしている。
第2に， 経済的・物質的利害関係に力点を置き， 国家や革命といった「上部
構造」に関わるカテゴリーを経済的「土台」から説明しようとしている点で，
マルクス主義的な物質主義=唯物論(materialism) の性格をもっている。 た
だし， 物質主義の要点は生産力の発展ではなく， ゲーム理論の応用にみられる
ように， 主体の合理的な選択行動に置かれており， むしろ合理主義といった方
が妥当である。
第3に， 国家の生成・構造や革命の発生といった集団現象を階級関係との関
係において把握するところはマルクス主義的なのだが， その媒介として合理的
な個人主体の選択行動が挿入されている。 このいわゆる方法論的個人主義は，
第2の特色とともに， 主流派社会科学とくに新古典派経済学と共通する手法で
ある。 その背景にはリベラリズムと同様の問題意識， 即ち， 国家， 民主主義，
革命についてみたように， 合理的な諸個人がいかにして協力可能な社会を形成
するかという課題がある。 社会的協同という現象を説明するのに人間の社会的
共同性を前提にしたのでは， 論点先取になってしまう。 個人としての人間とい
う側面は， 人間の社会性の方向に過度に傾斜していた従来のマルクス主義に欠
落していた点であるが， 現存社会主義における個人と社会の相克という経験
からしても， AMの合理的個人への着目は， この方法の限界を踏まえた上でな
ら注21有意義であると考える。
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注l 加藤1993， 176-8頁。
注 2 Cohen 1978. 
注 3 Wright 1985， pp.122-3. 
注 4 米国の主流派たる行動論的政治学では， r国家」概念の復権傾向がみられ， 70年代中期には，非
マルクス主義的ないし脱マルクス主義的な「新国家論(Neost at is m)Jが登場している(中谷1993。
なお真沸I 1987は， これを「制度論」の復活として位置づけている)0 AMの国家論を. 行動論政治
学における国家概念への着目とマルクス派における国家中心主義的アプローチへの移行という 2 つ
の傾向の交錯の中に位置づけることもできょう。
注 5 Elster 1985a， pp.398- 428. 
注 6 Przeworski 1990， pp.98-9. 
注 7 T aylor 1987. 邦語での紹介文献としては， 盛山1994， 76-82頁。
注 8 テイラーの議論は， 秩序問題と社会的ジレンマの両テーマの合流という社会学における最近の
傾向のーっとみることもできる。 盛山1991， 参照。
注 9 森村1987も， ホップズの自然状態をゲーム論的に解釈し， 国家の自明性， 法の存在理由を反
省させる手がかりを見いだしている。
注10 囚人のジレンマのスーパーゲームについての邦語文献として， 鈴村1982， 第2章。
注11 Taylor 1982. 
注12 C arl i ng 1986は， テイラーの立場を「合理的選択アナーキズム」と呼んでいる (p.62)。
注13 本項は， Przeworski 1991a にもとづく。
注14 Arrow 1951. 
注目 Cohen， J. 1989. 
注16 Hirschman 1985. 
注17 Schmitt 1985. 
注目 Przeworski 1991， p.95. 
注19 Elster 1985， pp.428- 46. 
注20 社会運動論の領域では， 従来の集合行動論に対して資源動員論が台頭している。 資源動員論の
特色は， オルソンの集合行為論(Olson 1983) に典型的なように， 個人の合理性を前提としている
点である。 AMの革命論は， 資源動員論と同じ流れに属しているといえよう (資源動員論について
は， 長谷川1985， 塩原1989， 片桐1995を参照)。 また， 米国政治学における行動論的革命論につ
いては， 土屋1986を参照。 森脇1987は， 政治行動をミクロ経済学の手法を用いて分析しようとす
るアプローチを「新政治経済学」とよび， ベトナム村落社会における農民行動を合理的選択アプロ
ーチで説明したポプキン(T aylor 1988 に寄稿している) をとりあげている(9-1 5頁)。
注21 Skocpol 1979. 
注22 Cf. Elster 1983 a， ch. 1. r希薄な」という用語は， ロールズからのものである。
注23 M argolis 1982. 
注24 Scitovsky 1976 
注25 Benn 1979. 
注26 東欧やラテン・アメリカにおける政治・経済改革を扱ったPr田worski 1991 では， 同じく「移
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行の谷」 または 「移行のコスト」の概念を用いている。 しかし， これらの国々では妥協が存在せず，
実際に体制移行が進行した。 そこで議論の力点は「移行の谷」から脱出する過程の分析へと移り，
民主主義と経済改革という背反する要因をもった 2 つの課題を同時達成せねばならない政府の困難
な状況が描かれている。
注27 Przeworski 1985a. ch.5 をもとに井戸氏が作成。
注28 Przeworski 1985a. ch.3 
注29 AMの論者は， 方法論的個人主義によってすべての社会現象が説明できると考えているわけで
はない。 また， 方法としての個人主義と政治的な個人主義との区別も十分わき まえている。
6 社会主義
社会体制としての社会主義に関する理論的研究は， マルクス学派では最も手
薄な領域である。 マルクスも社会主義体制の内容については寡黙であり， 資本
主義体制の分析に圧倒的な力点が置いていた。 これは科学的社会主義の一つの
特質とされ， その後マルクス学派の研究者にもこの姿勢は受け継がれていった。
しかし， 他方でソ連・東欧， 中国などで社会主義を標携する国家が登場し， 現
実の中で試行錯誤を繰り広げるいわば「社会体制の実験」を行うことになる。
周知のようにこれには膨大なコストがかかった。 歴史的な制約もあったとはい
え， 十分な設計図を描かないままに体制変革へと突入したことに一つの要因が
あるのではないだろうか。 完全な予想(空想) ができないからこ そ， 一層慎重
かっ綿密に将来社会を設計することが必要になるはずである。
レーマーは， 今日のマルクス主義の最大の課題は， 社会主義の現代的理論を
構築することであると主張していた。 彼は， 社会主義理論の目標を長期と短期
に二分し， それぞれに倫理的正当性と経済的実行可能性についての課題を対応
させている注l。 長期的には， 機会の平等という理念を実現することが目標で
ある。 この政治哲学的な課題は重要であるが， より先決に着手されねばならな
いのは短期的な目標であり， それはこの長期的な目標に接近できるような， 実
行可能な社会主義の経済モデルを提案することであるという。
AMでは， 社会主義の青写真が様々なかたちで提案されており， 単なる架空
のモデルとしてだけでなく， それがどの程度実現可能か， また正義の観点から
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正当化できるのか， といった問題が検討されている。 そして， AMの大方の論
者は， 市場経済を大々的に取り入れた市場社会主義を主張している。
.市場社会主義の青写真
レーマーは， 新しい社会主義モデルを構想する準備として， まずソ連型中央
計画経済が崩壊した原因を検討している注 2 。 ソ連型経済の失敗は， (1) 競争の
欠如した行政的な配分機構， (2)政治組織による企業の直接管理， (3)非競争的，
非民主的政治の3つの特徴の結合として記述することができる。 問題は， 経済
成長を抑制したメカニズムを説明することである。
そのーっとして， エイジェンシー問題の観点による説明がある。 これによれ
ばソ連型経済は， 工場や集団農場における経営者と労働者， 政府計画立案者と
企業経営者， 公衆と計画立案者という3つの エイジェンシー問題の解決に失敗
したとされる。 しかしこの議論では， 50年代から70年代にかけて， ソ連型経済
が それなりに持続し， 80年代に入って急激に失速した事実をうまく説明できな
い。 レーマーはむしろ， 経済成長が技術革新に依存する程度が 80年頃からにわ
かに増大したことに注目する。 即ち， 市場による競争が欠如した結果， 技術革
新への誘因が資本主義に比して極めて低かったことが， 上記の事実をもたらし
た最大の原因であるという。 これより社会主義モデル構築にとっての課題は，
資本主義的な所得配分が存在しないシステムにおいて， � 、かlこ資本主義と同程
度の企業間競争と技術革新を実現しうるか， に求められる。
こうした課題に答えようとするのが， 市場経済を組み込んだ社会主義システ
ムの試みである。 但し実は， 市場社会主義の模索は， 現存社会主義体制と同じ
くらいの歴史をもっている注3。 既に1940年， ハイ エクは， 市場社会主義理論の
発展を回顧し， 社会主義経済が均衡に至るには現実の市場が必要であるという
ランゲ説をもって， 計画経済論争は第3段階に入ったとしていた。 これに加え
てレーマーは， 戦後の共産圏における経済改革を第4段階， 現時点における様々
な市場社会主義論の展開を第5段階， と位置づけている。 第5段階の特徴は，
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国家による排他的な管理という意味での企業の公的所有を不要としている点に
ある。
従来マルクス主義では， 生産手段の公的所有は社会主義の満たすべき必須条
件とされてきた。 しかし， 社会主義の求める機会の平等という目標からすれば，
企業の所有形態の如何は， 全く道具的な問題にすぎなし伊4。 社会主義のモデル
を構築するにあたっては， 生産手段の所有形態を特定することはないのである
由。 (ただし， レーマーは， 経済への国家介入を全く否定しているわけではな
い。 福祉国家的な施策や， 投資の正の外部性， 公共財の供給， 市場の不完全性
の面からの国家による投資計画の必要性から， 市場社会主義で、は経済への国家
介入が存するとしている注60 )
なお， 失敗したのは ソ連型の中央集権的な社会主義だけでない， 市場経済を
導入した経済や自主管理型の社会主義も失敗したのであり， 市場社会主義の失
敗はもはや実験済みである， という議論がある。 これに対しレーマーは， 現存
社会主義における市場経済や自主管理の導入においては， 企業の国家的所有の
否定を中心とする市場社会主義の本質的要件が全く欠落しており， 第5段階の
市場社会主義モデルは未だ現実的には試行されていない， としている。
さて， 上述の特徴を有する第5段階の市場社会主義論は3つの類型に分けら
れる注7。 第lの類型は， 労働者自主管理または労働者協同組合による企業で
ある。 いうまでもなくこれは企業内の労資関係を直接廃棄しようとするもので
ある。 第2のタイプは， 企業は利潤の最大化を目的とし， 役員会で選出された
経営者が責任をとるが， 諸個人による「公的」注B企業への現金での投資を禁じ
ることによって， 社会主義の性格をとりいれようとする。 第3は， 資本主義的
企業の法律上の所有権は不変にしたままで， 役員会の構成比率を民主的参加を
反映させるよう変更したり， 労働組合， 消費者団体， 環境保護団体などあらゆ
るア ソシ エーションを強化することによって， 実質的に企業の行動を規制しよ
うとするものである。
AM理論の紹介を目的とする本稿では， 3つのタイプについてレーマーが挙
178 (178 )ー
げた論者とは少し異なるが注9， この分類に大体あてはまると思われるAMの
論者の諸説を， 以下概観していく。
.労働者協同組合
エルスターとモーンは， 市場社会主義を労働者協同組合を基本とするシステ
ムと把握している注10。 労働者自主管理とは， 労働者が生産手段を所有してい
る企業または全ての経済的決定を管理している企業である。 しかし， 所有と意
思決定は独立的で， 実際， 片方の性質しか持たない企業も存在しており， どち
らでもって定義するのかという問題がある。
モーンはより厳密に次のように定義している。(1)生産活動は， 成員(この
場合は労働者) によって共同的に行われる。(2)経営についての重要な決定は，
何らかの形で決定に参加している成員の要望を反映している。 (3) 純所得(費
用を差しヲ|いた所得) は， 何らかの規定にしたがって成員の閣で分配される。
(4)成員は平等な権利を有し， 重要な決定は一人一票によって民主的になされ
る。
労働者協同組合または労働者自主管理による企業は， 企業内において資本=
賃労働関係を直接廃棄しようとするものであり， 市場経済を維持しつつ社会主
義の理念を追究しようとするならまず頭に浮かぶ形態である。 しかし， 市場経
済の中で労働者自主管理による企業を運営しようとする場合， 様々な困難がつ
きまとうことが指摘されている。 エルスター=モーンはこれらの論点について
検討している。
第1に， 労働者協同組合による企業では， 短期の供給曲線が右下がりになる
場合がある， 即ち生産物価格が上昇すると， 供給が減少してしまうという批判
がある注11。 この種の企業では， 成員一人当たり所得の最大化が基本原 理とな
るため， 生産物価格が上昇した場合， 最適な雇用者数は減少し， よって供給も
減少してしまうという議論である。
これに対しモーンは， 労働者協同組合では上述の定義にあるように， 成員に
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対する平等な処遇という原理から， 失業に直面した労働者を保護するために，
次のような事後的， 事前的な2つの方策をとることによって， 短期の供給曲線
が右下がりになることは回避できるという。 いずれの場合にも， 失業者に対し
ては一種の公的な給付がなされる。 事後的な方策は， 就業労働者の所得と公的
な給付との差額を企業が補償し， 事前的な方策は， 企業による補償はないが，
解雇者はまったく無作為にくじ引きで決定するというやり方であり， 前者の補
償された所得は， 後者の期待された所得と同一になる。 これによってモーンは，
生産物価格が上昇しでも成員の削減に賛成する者はいなくなる， としている。
第2に， 労働者協同組合では， 労働誘因と生産性が減退するという議論があ
る。 まず理論的には， 監視が存在しなければ労働者には怠業しないという誘因
は働かないし， 要素支出した残余の所得に対する所有権がなければ監視する誘
因も働かないといわれる。 労働者協同組合においては， これは全員が真面目に
働いた方が全員にとって有益であるにも拘わらず， 各労働者は怠業するという
戦略をとってしまうという点で， 囚人のディ レンマの状況になっている。 個人
の利己的な動機を前提にしたままで， 協同を実現する可能性としては， 次の2
つの方法が考えられる。 一つは， 囚人のジ レンマ・スーパーゲームによって，
報復への危慎とE助への希望から協同への誘因が働くという議論， もう一つは，
選択的誘因， 即ち非協力者への制裁と協力者への報酬によって， 協同が維持で
きるという議論である。 これには労働者の怠業を摘発したり， これに制裁を加
えるのにはコストがかかるし， 労働者が その企業に短期的な見通ししか持って
いない場合は協同を実現する可能性が小さくなるなどの難点があるが， エルス
ター=モーンは， こうした障害を最小にするように生産過程を組織することは
可能であるとしている。
第3に， 労働者協同組合では技術革新への動機が働かないといわれる。 なぜ
なら， 労働者協同組合では， 技術革新による利益を資本主義的企業の資本家ほ
どに， 労働者が受け取ることがないからである。 しかし， これについてもさほ
ど両者の差は大きくないという反論もある。 古典的な資本家的企業は現代では
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経営者支配的な法人企業にとってかわられており， すでに革新による利益は希
釈化されている。 労働者にとっての僅かな利益の方が， すでに裕福な資本家に
とっての大きな利益より価値がある。 技術者よりも一般労働者の方が， 生産過
程を熟知しているので改善の機会を見いだしやすい。 以上のような議論である。
第4に， 労働者経営企業のとる金融構造については， 自主管理の理念からい
えば， 当該企業の労働者が出資する内部金融こ そ本来的な方法であろう。 内部
金融は， 成員の提供した資本に対する権利が償還， 譲渡できる場合と， 協同組
合企業全体の所有となる場合に分けられる。 前者の場合は， 労働者が自らの投
資を自分の企業に集中した場合に極めて大きなリスクにさらされてしまうし，
後者の場合は， 成員の投資への誘因は， その収益率とともに， 自分が何年 その
企業に勤務するかという見通しに大きく左右される， という問題がある。
そこで一歩譲歩して， 資金を企業の外部から調達する方法が追求される。 外
部金融の場合は， まず金融機関からの借入があるが， 特に資本集約的な企業の
場合， やはり労働者の負担が大きすぎ， 内部金融同様大きなリスクに直面して
しまう。 そこで， 結局株式発行による資金調達の可能性が検討される。 しかし
株式市場への依存は， 外部の株主による経営への介入を帰結し， 自主管理の内
実を保てるのかという新たな問題を生み出す。 そこで， 投票権のない株式を発
行するという方法が考えられるが， 企業に対する影響力を行使することができ
ないのでは， 投資家にとっての魅力が半減してしまう。 結局， 労働者を代表す
る経営者の最終的決定権を前提にしつつ， 管理への外部の株主による関与も一
定認めるというかたちでの妥協が必要になる。
以上， 労働者協同組合または労働者自主管理企業の直面する問題を概観して
きた。 この種の企業に基づく市場社会主義を実現することは容易でなさ そうだ
が， エルスター=モーンは， むしろ経験的な研究によれば， 協同， 参加型の企
業は結構効率的なパフォーマンスをみせており， これをいかに理論的に説明す
るかが課題であるとしている。
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.クーポン経済
レーマーは， 自らの市場社会主義の青写真を一般均衡モデルとして提示し，
その効果を検討している注12 0 ある経済環境が設定され， それに資本主義と市
場社会主義をあてはめた場合， 厚生水準がどのようになるかという分析方法が
とられる。 その経済環境は次の通りである。財は1種類のみで， 所与の技術の
もとでこの財とともに産出される， 汚染のような負の公共財( public bad) も
1種類ある。企業はこの財自身と負の公共財を用いて， 財を生産していること
になる。
市民のうちの少数は富裕で， 大多数は貧困であるが， 財と負の公共財の消費
については同等の選好をもっている。彼らの効用は， 財の消費により増大し，
全市民が同量を消費せねばならない負の公共財の消費により減少する。この経
済には複数の企業と銀行が存在する。一区切りの経済事象が起きるのは3日間
で， 第O. 1. 2日とよぷ 。財の消費は第 0日と第2日に， 負の公共財の産出
と消費は第2日に仔われる。第2日には， モデルの外部からの要因による様々
な世界状態(states of the world) (例えば天候) が起こり， 生産関数の形状は
この世界状態に依存する。
第O日には， 全市民は第2日に様々な状態が起きる確率を知っており， 所有
する財の量は貧富に応じて異なるが， 全企業の株式を全員等量所有している。
このもとで， 各市民は消費と投資の決定を行う。第1日には， 許容される負の
公共財の水準を決定するため市民による投票が実施される。第2日には， 世界
状態の一つが起こり， それに従って生産が行われ， 各企業は前日の投票で決定
された量の負の公共財を排出する。企業による産出は市民が第 08に行った投
資決定にしたがって市民に分配され， 消費される。
さてこの経済環境に， 第O日に作動する資本主義的な株式市場を導入する。
株価は財の単位で数えられる。市民は保有する株式と財を用いて株式のポート
フォリ オを購入し， また， どれだけ賦与の中から消費し， 現行の利子率でどれ
だけ銀行に預けるかを選択する。第1日に負の公共財の量が決定され， 第2日
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に世界状態が明らかになり， 生産が実行された後， 市民は購入した株式に応じ
た配当を企業から受け取る。 また， 第O日の銀行への預金から元金と利子を受
け取る。 こうして第O日に， 市民が第1日の投票の帰結を予知でき， 企業の株
価と利子率を知っているなら， 期待効用を最大化するポートフォリ オと消費計
画を選択できる。 企業が第2日の生産で行う投資の水準については， ある企業
の株式の半分以上を獲得した集団を その企業の支配集団とよぷ と， この企業の
投資選択は その支配集団にとって最適にならねばならない。 負の公共財の水準
については， 第O日に行った投資と消費の選択を所与とすると， 負の公共財の
量を増やすことは企業による第2日の産出を増大させ， 市民による財の消費を
増加させるが， 一方では各市民の効用を低下させることになる。 こうしてト レー
ド・ オフになるが， 負の公共財の何らかの最適水準があるはずである。
図4 レーマー・モデルの株式市場経済(Roemer1994b， p. 63) 
第O日 第1日 第2日
以上より， 第O日における， 各企業の株価と利子率， 各市民のポートフォリ
オ選択と消費選択， 各企業の投資量と負の公共財の量について， 資本主義的政
治経済均衡CPEEが与えられる。 主体の選好と生産関数を適当に与えればC
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PEEが存在し， 選択した関数に応じて計算可能で、ある。
次に， 市場社会主義の政治経済機構が示される。 それは次の1点でのみ， 資
本主義と異なる。 即ち企業の株価はクーポンで表示され， 株式は財ではなく，
クーポンでのみ売買することができる。 各消費者は財とクーポンで表された2
種類の予算制約をもっ。 市場社会主義均衡MSPEEは， 株価が財の単位でな
く， クーポンで表示される点を除けば， CPEEの定義と同じである。
レーマーは， 数値例による計算を試みている。 ここでÀ(O<Àく1 ) を，
負の公共財水準の政治的決定において， 富者の効用に付加されたウェイトとす
る。 資本主義， 市場社会主義均衡の両者について， Àの値を変化させた場合の，
負の公共財の水準， 貧者， 富者 それぞれの期待効用， 効用の社会的総計が計算
される。 これによれば， Àの値が上昇する， 即ち富者の影響力が増大した場合，
資本主義経済では， 貧者の効用は下がり， 富者の効用は上がり， 負の公共財の
水準は高くなる。 これに対し， クーポン経済では， 貧者の効用は上がり(À=.
0.5まで)， 富者の効用は下がり， 負の公共財の水準は低くなる。 また， ほぼ全
体を通じて， 資本主義よりもクーポン経済の方が， 貧者の効用と効用の社会的
総計は高L、。
こうした帰結の理由は次の通りである。 資本主義経済においては， 貧者は初
期保有していた株式を財と交換に富者に売却し， 第O日に それを消費してしま
う。 これによって富者の手元に株式の所有が集中するので， 富者はほとんどの
企業で支配集団になり， ゆえに企業の投資決定は彼らの利害関係によってなさ
れる。 また， 富者は企業の株式の大部分を所有するので， 貧者よりも高水準の
負の公共財を許容することに大きな利益を見いだす。
これに対しクーポン経済では， 貧者は株式を流動化することを禁じられてい
るので， 富者は企業を管理できるほどの株式を購入することができない。 貧者
は社会の大部分のクーポンを所有しているので， ほとんどの企業で支配集団に
なる。 富者は企業利潤からは消費にあてられる収入は僅かしか得られず， ゆえ
に資本主義経済ほどには高水準の負の公共財の排出を必要としない。 従って，
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資本主義よりも市場社会主義の方が， 貧者の効用がより改善されることになる。
クーポン経済型市場社会主義では， 株式の現金売買が禁じられていることに
よって利潤からの所得が平等化されるだけでなく， 一部の階級が利潤から莫大
な所得を得ることがないため， 高水準の負の公共財を排出することから大きな
利益を得る者がいないのである。 このように， 利潤からの所得を平等化する市
場社会主義は， 利潤追求に伴う負の公共財の排出を抑制することによって， 最
適な社会的厚生を実現することができるのである。
さて， このような市場社会主義のクーポン経済モデルは， 資本主義に匹敵す
るような企業間競争を促進できるであろうか注13。 問題は， 企業が競争的な経
営を行うようにモニターする仕組みである。 一般に資本主義では， 企業は株式
市場を通じて資金を調達しており， 企業の経営不振による株価下落はテイク・
オーバーの可能性を生みだし， それが経営者に対するモニターの役割を果たし
ているといわれている。 これに対し， クーポン経済による市場社会主義では，
株式の現金売買が禁じられているので， 企業は銀行から資金を調達し， 銀行が
モニターの役割を果たすことになる。 但し レーマーのモデルでは， 銀行は公有
とされているので， 国家的な管理に伴う エイジェンシー問題を回避しつつ， 銀
行をどうモニターするのかという更なる課題が生じる。 レーマーは， 銀行の国
家管理からの独立を憲法に規定し， 市民によって選出された役員会によって，
経済的基準のみに基づいた経営を行うようにすべきだとしている注140
また， イノヴェーションを促進させるために， 小規模な民間企業の形成は許
容される。 但し， 一定規模に成長した企業は， 公有部門の企業によって十分な
代価をもって買い取られる。 大規模な民間企業の資本家が経済的基盤を用いて
政治や経済政策に影響力を行使することを防止するためである。 また， 国際的
な資本移動については， 圏内企業が高賃金を回避するために外国へ資本逃避す
ることは規制されるが， 国内の公的部門への投資は許容され， この面でも競争
力の維持が図られる。 こうして， クーポン経済による市場社会主義は， 資本主
義と同等の企業競争と効率性を発揮できるという。
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このレーマーによる市場社会主義の青写真に対しては， そも そも実行不可能
であるという批判が提出されているし注目， 他方で左翼からも批判が出されて
いる注16。 このモデルでは企業間競争を保全しているが， 競 争原理は 資本主義
の害悪の根本であるし， また， 経済の領域に民主主義を拡大することが求めら
れているのに， 市場社会主義では産業民主主義さえない， 従って そも そもレー
マーのモデルが社会主義の名に値するのかどうか疑問である， という議論であ
る。
これらの批判についてレーマーは， 自らの市場社会主義のモデルが実行可能
であるとともに注1 それが短期的モデルであり， 長期的な 社会主義の理念
一一平等主義一ーにほんの少しでも近づくための媒介または手段に過ぎないこ
とを強調している注180
.共産主義への資本主義的な道
レーマーによる第5段階の市場社会主義論では， 社会主義を実現するために
は， 中央集権的計画経済が不要かっ不適とされているが， ファン・パリーはさ
らに， 共産主義の理想を達成するには， 社会主義を経由する必要さえなく， む
しろ資本主義体制を経由した方がはやいと主張している注190
まず概念の定義として， 社会主義は， 労働者による生産手段の集団的所有を
意味し， 共産主義は， 万人の基本的必要が満たされ， 各人の取り分が労働貢献
から完全に独立している体制とされる。 マルクスによれば， 前者は低次， 後者
は高次の段階であり， 前者から後者へと発展していくことになっている。 では，
なぜ前者を経由することが必要なのか。 2つの理由が考えられる注200
第1に， 共産主義を実現するためには， 資本主義の下で利己的になっている
人間性を利他的なものに変容するべく， 集団的生産と意思決定を行う社会主義
での経験が必要になるという議論がある。 しかし， 社会主義の下で利他的な人
間性が育成されるという議論がたとえ正しいと仮定したとしても， 社会主義が
必要だという結論を導くことにはならない。 なぜなら， 共産主義は そも そも利
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他心を必要としないからである。 共産主義への移行は， 必要に応じた分配のし
める比率を漸次的に増大させ， 労働を本源的な欲求に基づく活動に変化させて
いくことによって遂行される。 従って人間性の変革を課題とする社会主義は不
要である。
第2は， 共産主義の前提である高度の生産力を達成するために， 社会主義が
要請されるという議論である。 マルクスによれば， 利潤の増大を原理とする資
本主義は， 生産力の発展にとって桂桔であり， 社会主義における合理的な計画
の方がより高度な生産力を実現できるとされていた。 しかし社会主義になれば
労働時聞を短縮する技術が選択されるという主張は論証不十分であるし， すく
なくともこれまでの経験からすれば， 生産力の発展という面については， むし
ろ資本主義の方が大きな成果をあげている。 したがって， この点でも共産主義
を追求するならば， 社会主義を経由する必要はなくなる。
ファン・パリーによれば， マルクス主義にとって社会主義体制はそれ自体が
目的なのではない。 社会主義は， 共産主義という目的を実現するための手段に
すぎない。 したがって， 共産主義という最終目標を実現するために， 社会主義
と資本主義の2つの道のどちらを選ぶかは本質的な問題ではなく， 後者がより
効果的な手段であるならば， 時踏わずに それを選べばよいのである。
では， 資本主義を通じて共産主義を実現することは， いかなる方法によって
可能なのか。 それは基本所得Cbasic income)の漸進的拡大である。 基本所得
または普遍的補助Cuniversal grant)は， 資力調査や労働要件なしに全ての個
人に無条件に支給される， 一種の最低所得保障である注21。 しかし， 基本所得
は他の社会所得と以下の点で異なる注22 0
間接賃金は， 労働貢献と間接的に結び、ついている。 即ち， 労働する能力がな
い， もしくは就職できない， さらには労働意欲がないとしても， 過去に労働貢
献の実績がある者に支払われる。 これに対し基本所得では， 労働貢献との関係
は一切無し、。
補償的な保証所得は， 所得が一定の最低水準に満たない場合， その差額を補
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甲
'-しかし，償するものであり， 先進資本主義国でも普及している制度である。
の制度は給付に際しての資力調査の厳しさと不快さのゆえに， 低所得であって
も申請しない人々が生じてしまう。 また， 保証所得の水準以下の人は， 労働供
給のいかんにかかわらず一定の保証所得が得られるので， 労働への誘因を阻害
する効果がでてくる(貧困のわな )。 これに対し基本所得は， 他からの所得が
あろうとなかろうと無条件に支給される注230
ともに労働要件が求めら基本所得が最も類似してるのは負の所得税であり，
れず， 課税の仕方によって原理的には貧困のわなを回避することができるとい
しかし負の所得税う点で， 間接賃金や補償的な保証所得と一線を画している。
は， 大抵は家計に対して適用され， 他の資源からの所得が対象となるのに対し，
基本所得は個人に対して適用され， 他の資源からの所得に関係なく給付される。
一言でいえば， 前者が事後的であるのに対し， 後者は事前的である。 両者によ
しかし実際には， 負のる課税と移転の効果は， 経済理論的には同一であるが，
所得税が家計による所得の申告に基づいて事後的に遂行されるのに対し， 基本
所得は全ての個人に無条件かっ事前的に給付されるので， 給付を受ける立場の
人からすれば， 後者の方が断然望ましい制度である。
基本所得と他の社会所得の比較(Van Parijs 1992b， p.484による )図5
線税
・
移 転 後 の 所得
課税・移転前の所得
基本所得
基本所得論 それ自体は， 最近になってはじめて現れたものではなく， 第1次
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負の所得税補償的な保証最低所得
世界大戦以後より一部の論者によって提唱され続けてきたが， 80年代以降多く
の人々が関心を示し， 西欧では学識者のみならず， 政治的社会的組織からも着
目されるに至っている注240
最近になって基本所得論が脚光を浴ひーつつある要因として， ファン・パリー
は， 2点あげている注250 第1に， 現在の欧州では， 労働賃金による所得のみ
で大多数の家計を支えるという前提はますます妥当しなくなりつつある。 より
多くの人々が何らかの社会的扶助によって生活せざるを得ない状況が進行して
いる。 生活するのに十分な賃金をもたらす仕事を全員に提供することは， 現在
の先進資本主義経済では不可能に近い。 今や社会的に深刻な分裂は， 資本家と
労働者の対立というよりは， むしろ就業者と失業者の対立である。 それゆえに
現存の社会保障制度を次第に労働貢献に関わりない無条件の基本所得に置換し
ていくことが， 求められているのである。
第2は， 左翼的な理念， 運動との関係からの要因である。 ソ連・東欧型国家
社会主義の崩壊という状況の下で， 西欧左翼勢力にとっての残された道は， 混
合経済のもとでの福祉国家の一部的な手直ししかないように思われがちである。
しかし， 基本所得論は， 資本主義の下での基本所得の漸次的拡大という一見す
ると改良主義的な方法を取りながら， そのめざす目標は， 必要に応じた分配と
いう共産主義の理念 そのものであり， 現存の福祉国家体制に対する根本的な挑
戦となっている。 また， たとえ前述のような市場社会主義が成功したとしても，
基本所得は決して不要になるのではなく， むしろ その青写真の中心要素になる
という注260
このような提案には， そも そも社会システムを維持するだけの効率性が維持
できるのかという実行可能性の観点からの疑問が当然予想されるし， さらには
倫理的な観点、からも， 基本所得の導入は真面目に働く者にとって不公平である，
またはフリーライダーの制度化につながるという懸念が考えられる。 基本所得
論は， 市場社会主義の追求にとって賛否いずれにせよ， 真剣な検討が必要な課
題である。
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.社会民主主義
以上のAMによる市場社会主義モデルは， 従来の理解からすれば， 市場経済
さらには資本主義的な要素を多分に取り込んでいるので， これが社会民主主義
とどういう関係にあるのかという疑問が起きて当然である。 市場社会主義と社
会民主主義はどういう点で異なるのか， そしていずれが優れているのか， とい
う点については， AMの中でも意見の分かれるところである。
プシェヴォスキは， 資本主義の非合理性を認めつつも， 中央計画的な社会主
義が実行不可能である以上， 資本主義の下での改善をめざす実行可能な社会民
主主義を選択するしかないとしている注270
一方 レーマーは， 社会民主主義の実行可能性には否定的である。 北欧の社会
民主主義のような所得の平等や高水準の公的サービスの実現には， 極めて特殊
な条件， 即ち高度に規律のとれた労働運動と相対的に同質な労働力の存在が前
提とされており， その適用可能性は限定されているという。 スウェーデンでは，
LOという統率力ある労働組合全国組織があり， この条件を満たしていたが，
ホワイト・カラー層の浸透により規律が弱まり， 交渉力もなくなっていった注280
モーン=ウォラーシュテインは， 組合組織の範囲が部門， 職種の面で拡大すれ
ばするほど， 逆に全国的な交渉における統率力が弱まるジ レンマを指摘してい
る注290
社会民主主義では， 平等の理念は主として課税と移転による社会政策の充実
という形で実行される。 労働価値説より正義論を評価する レーマーの観点から
すれば， 社会民主主義的な所得再分配政策は， 倫理的には十分正当性を有して
いる。 しかし， 心理的な問題がある。 即ち， 市場経済の下では， 人は その才能
または業績に応じた分配を受けるのが当然であるという日常的道徳規範が， か
なり深く浸透じている。 いかにこれが社会正義の観点からすれば不当であろう
と(ロックのような所有的自由主義では正当とされるが )， 正義の名の下に平
等主義的な所得再分配政策を強行する政権は不安定性をまぬがれない， と レー
マーはみている。
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ファン・パリーによる基本所得の構想は， 資本主義を前提とした上で基本所
得を漸進的に導入していくという点では， 社会民主主義の一種とみることもで
きょう。 彼も政治的な実行可能性が経済的実行可能性と倫理的正当性の両者に
依存していることを認めているが， むしろ基本所得の導入が正義に適っている
ことが人々に理解されるならば， その導入が効率的であるという信念をもたら
し， ひいては政治的実行可能性へとつながるとみている注300
このようにAMの社会民主主義に対する姿勢は多様である。 市場経済や企業
の所有形態などの制度的次元ではなく， より根本的な倫理的次元に体制評価の
基準を求めるAMの姿勢が， 社会民主主義への評価の多様性をもたらしている
といえよう。
.小括
本節でみてきたAMの市場社会主義モデルは， 3つの類型に大別されていた。
第lは， エルスター=モーンの労働者協同組合による自主管理企業型， 第2は，
レーマーの経営者管理と限定的な株式市場を特徴とするタイプ， 第3は， ファ
ン・パリーの基本所得資本主義である。 所得の平等を実現する次元は， それぞ
れ賃金， 利潤， 課税と移転であり， 第1の型から第3の型にむかつて， 資本主
義的な要素がより多く取り込まれ， 資本・賃労働関係を廃棄しようとする方向
は希薄になっていく。 第3の基本所得資本主義にいたっては， 社会民主主義と
よぶべきだという見方もあるだろう。 こうした類型の相違には， それぞれの社
会主義の理念の捉え方の差異が反映されている。 即ち， 第lの類型では(特に
職場での ) 参加， 民主主義が， 第2の類型では(短期的な目標としての ) 経済
厚生の平等が， 第3の類型では実質的自由が， 社会主義のめざすべき理念となっ
ている。
しかし， これら3つの類型の組合せが不可能なわけではない。 例えば， ワイ
スコフは， レーマー型「公共市場社会主義」と「自主管理市場社会主義」の利
点を結合したモデルを提案しているし出l， また， レーマー型の市場社会主義
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に， その下で残存する賃金格差を是正するために， 社会民主主義的な再分配制
度や基本所得を付加することも考えられる注32 0
レーマーは， 市場社会主義の第5段階の議論の特徴として， 次の2点をあげ
ている注33。 第1は， 市場が拡張的に利用される市場社会主義である。 市場競
争を抜きにしてイノヴェーションを実現することは， 少なくとも現段階では不
可能であるという認識がある。 第2に， 人間性は現代の資本主義における状態
と何ら変わらないと想定する。 即ち短期においては， 社会主義的な経済的， 文
化的政策による「社会的人間」の生成を前提としない。
ここでは， 更に次の3点を加えたい。 第3は， 倫理的観点への着目である。
従来社会主義の基準は， 市場対計画， または生産手段の私的所有対公的所有と
いう点におかれてきたが， AMではこれらの制度の基礎にある倫理的観点こ そ
が， 望ましい社会主義を追究する上での出発点となっている。
第4は， ソ連・東欧型社会主義の失敗の経験を冷徹に分析するともに， 現代
資本主義にみられる様々な制度的工夫一一例えば， モニター装置としての日本
の系列システムなど一一ーを， 積極的に市場社会主義に応用しようとしている点
である。 現代資本主義において効率性をもたらしている制度を， 体制的要因に
帰着させず， ためらわず市場社会主義に適用しようとしている。
第5は， モテ、ルを構成する諸原理の聞の両立可能性に対する厳格な認識であ
る。 従来のマルクス主義理論では， 社会主義を資本主義体制の否定という消極
的な観点からしかみていなかったため， 逆に社会主義になれば資本主義の基本
矛盾に起因する(と考えられていた ) 弊害が全て除去されるという楽観的見通
しがあった。 これに対しAMでは， 資本主義にみられる諸原理の間のト レード・
オフは， 社会主義においても引き続き重大な問題として存続すると考えられて
いる。 その中でもとりわけ重要なのは， 効率対正義の関係である。
レーマーが強調するように， ソ連・東欧の経済改革の挫折， もしくはユーゴ
型自主管理経済の失敗をもって市場社会主義の可能性が掘り尽くされてしまっ
たと考えるのは， 早計または誤解である。 資本主義体制の中にも多様な制度諸
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形態があることが最近着目されつつあるが， 社会主義についても同様である。
社会主義システムの探求は， まだまだはじまったばかりの試みなのである。
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